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1．　 は じめ に

　高度成長期以後の 日本社会の 変化を辿 る場合 ， 1970年代中頃 ， い わゆる石 油 シ ョ ッ

ク期が一
つ の 転換点に 位置つ くで あろ う。 石油 シ ョ ヅ ク に 端を発す る経済成長 の 鈍化 ，

男子正規雇用者を抑 え る大企 業の 雇用調整 ， サ ービ ス 産業の 拡大 ， 情報化の 進行 ， 既

婚女性の 労働市場へ の 再 参入 ， 国民性調査に み られ るよ うな一
般 的な価値意識の 変化

な ど ， 様 々 な社会指標の 趨勢 こ こ の 時期を境に した 変化を確認す る こ とが で きる 。 ま

た学校教 育に 関 し て も， 1970年代中頃に 高校教育が 普遍化 し ， それ以後高等教育進学

率 もほ ぼ
一

定の 水準で 今日に 至 っ て お り ， い くつ か の 改革が あるもの の ， こ の時期を

境に 今日の 教育機会の 基 本的な構造が定 ま っ た と考えて よ い だ ろ う。 振 り返 っ て み れ

ば ， ほ ぼ同時期に 産業構造の 変化と教育機会の 固定化が あっ た
。 そ こ で 本 稿 で は ，

1985年 「社会階層と社会移動」調査の 分析を基に ， 1970年代中頃に 生 じた 日本社会の

変化の ラ イ フ コ ース へ の 影響を ・ 男性 と女性の それ ぞれに つ い て ， 学歴 との 関係か ら

跡づ けて みた い o

　
一

般的 な定義と し て ，
ラ イ フ コ ー

ス と は ， それ ぞれ の ラ イ フ ス テ ージ ご との 就学，

就職 ， 結婚 ， 退職 とい っ た 規範的 な 出来事に 基づ く地位 や役割 の 移行に よ っ て 特徴づ

け られ る ， 人生の 軌跡で ある ω
。 職業経歴や キ ャ リア など類似 した概念が あ るが ， ラ

ィ フ コ ー
ス とい う概念が用い られ る 際， そ こ に は 個人の 人生に お ける地 位 や役割の 移 」

行を ， そ の 位置す る 時代 的な文脈の な か で 理解 し よ うとす る問題関心 が含 まれ て い る
。

年齢を時代の 年次に 重ね ， 加齢の 過程 と時代 の 推移 とを対応 させ て 人生 の 道筋を振 り
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返 り， 先の 世代や後の 世代と比較し て 社会の 変化を知 る。
こ れは ， か な り日常的な思

考の 様式に 属す るが ， ラ イ フ コ
ー

ス 研究が共有する 基本的な研究枠組で もある 。 それ

を量的資料を扱 う実証研究 の 分析課題 に 置 き換えれ ば ， 個人の 年齢 と歴史的時間とを

交差させ ， そ こ で生起する事象を集約 し ， そ れを 出生 年の 異なる 集団間で 比較 し て ，

時代の 変化と人生の 道筋との 関係を明らかに し よ うと試み る こ とに な ろ う。 ラ イ フ コ

ース 研究は こ の よ うな
一

般的な研究枠組を共有す るが ， さ らに 個 々 の 研究は ， 取 り扱

う現象の レ ベ ル と説 明の 様式に お い て ， お お まか に 以下 の 三 つ の タ イ プ に 分類す る こ

とがで きよ う
（2）

。

　 まず第一
は ， 個人 レ ベ ル で ある

。 学業達成 ， 地位達成 ， 昇進 ， 転職 ， 結婚な どラ イ

フ コ ース を特徴づ け る出来事を能力 ， 技能 ， 動機， 価値意識な ど個人 の 特性に 還元 し

て 説 明し よ うとする研究が こ こ に 含まれ る 。 よ く知 られた 例 と して ， 地位達成 分析の

モ デル が あげ られ よ う。 第二 は ， 組織構造 レ ベ ル で ある。 企業組織は 雇用条件 ， 仕事

の 種類 ， 職場内移動 ， 昇進 ， 退職な どの 規則 を定め ， ラ イ フ コ ー
ス を 方向づ ける主体

で ある
。 企業規模を例に 取れ ば， 大企業ほ ど企 業間移動が少な く企業内移動が 多い と

い っ た 事実は よ く知 られて い る。 労働市場の 組織的特性を取 り入 れた 経歴研究 ば ， 今

日活発に 展開 され て い る分野で もある （3）
。 第三 は ， ラ イ フ コ ース を規則化す る文化的

価値や国家の 役割に 着 目する もの で ある
。 望 ましい とされる人生の シ ナ リオの 存在が ，

ラ イ フ コ ース に お ける経験の 意味を提示 し ， 個人の 選択や意思決定を誘因す る
（4）

。 特

に 国家は ， i義務教育年数 ， 雇用機会の 男女 間の 平等， 高齢者 の 生活保障な どを 法的に

規定 し ， ラ イ フ コ ー
ス を規則化す る役割を担 っ て い る

（5）
。 以上の 三 つ の レ ベ ル は ， 個

個の 研究の 問題設定や資料の 性格を 吟味す る際，有効な区分 とな る だ ろ う。

　先に 述ぺ た よ うに ， 本稿で は 1985年 「社会階層 と社会移動」 調査を分析の 資料 とす

る
。

こ の 調査で は ， 職業経歴デ ータ とし て
， 初職就業時点か ら調査時点 まで ， 従業先 ，

従業上 の 地位 ， 仕事 の 種類，役職の い ずれ か が 変わ る ごとに ， その 時の 満年齢 ， 従業

先 の 名称 ， 従業先の 事業 の 種類 ， 仕事の 内容 ， 役職名 ， 従業先の 雇用者数に 関す る情

報を収集し て お り， そ こ に 無職 も含まれ るた め ， 年齢に 切れ 目の ない 個人の 経歴に 関

す る資料 とな っ て い る 。 以下の 分析で は ， こ の デー タか ら職業経歴 の 移行 の 年齢を基

に ， 各年齢に お け る職業的地位の 指標の 分布を取 り出して ， ラ イ フ コ ース 分析に 適切

なデ ー
タを 再構成 し ， 職業 的地位の 年齢 ごとの 推移に 着 目し た コ ーホ ー ト別，学歴別

の ラ イ フ コ ース を図示 して い る。

　 こ の 分析方法の 特徴は ， 「集計の レ ベ ル 」 を学歴に 基づ く集団 と し ， 労慟市場の 組

織的特性を示 す職業 的地位の 指標 （具体的に は ， 従業上の 地 位，企 業規模，転職な ど）
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　を組み合わせ て卒業後の ラ イ フ コ ース を描写 し ， それを コ ーホ ー ト間で 比較す る こ と

　 に よ っ て ， ラ イ フ コ ース へ の 時代の 影響を探索的に 明 らかに する点に ある
C6）

。 上記の

　 ライ フ コ
ー

ス 研究 の 三 つ の タ イプに 関連づ ければ ， 人生の 出来事を個人 の 属性か ら説

　 明す る方 向を避け ， 梼造 レ ベ ル の 変数を中心 に ラ イ フ コ ース の 規則性を把握 し ，
コ ー

　 ホ ー ト間の 比較か ら， 人生の シ ナ リオ の 時代的変化を読み 取ろ うとす るもの で あ る
。

　 「社会階層 と社会移動」 調査の 性格上，　 L ニ
ー

ク な個人 的体験や現在注 目されて い る

　局地的な現象 （フ リータ ーや DINKS な ど）を扱 うこ とは で きない 。 む し ろ本稿で は ，

　学歴別の 標準的なラ イ フ コ ース の 規則性 とその 変化に 分析の 焦点を 当て る こ とに な る。

　 また 標準的な規則性を読み取る こ とが ， 「脱」 標準 的な現象が 出現す る背景を知 る手

　 掛か りに もなるだ ろ うρ

　　 以下 ， 高度成長期か ら石油シ ョ ッ ク期を経る 過程で 生 じた 目本社会の 変化が ， 女性

　の ラ イ フ コ ース と男性の ライ フ コ ー
ス の そ れぞれに つ い て ， どの よ うな影響を及ぼ し

　て い る かを具体的に 検討 しよ うa2 節では ， 女性の ラ イ フ ロ ース の 変化に つ い て ， す

　で に報告した女性調査の 分析結果を ， 高度成長期か らの 未婚女性の 雇用労働化の 進行

　 と ， 石 油 シ ョ ヅ ク期 か らの 既婚女性に お け る一 q　一
トタ イ ム 雇用者の 増加に 着 目して 概

　略する
（T）

。 3節 で は ， 男性の 従業先移動の 性格が 高度成長期 か ら石油 シ ョ ヅ ク期を 経

　て 変化し て きた点を踏 まえ ， 特に 中小企業雇用者の 従業先移動の 程度 と移動後の 方向

　に 焦点を 当て て ， 男性の ラ イ フ U 一ス の 変化を明らかに する
。 そ して 最後に ， 高度成

匿長期 と石油 シ ョ ッ ク以 後とい う二 つ の 時期が ラ イ フ コ ース に 及ぼ し た影響を 男女 間で

い 対 照 させ る 。

2． 女 性の ラ イフ コ ース とその 変化

　周知の よ うに ， 高度成長期か ら石油 シ ョ ッ ク期を 経て 今 目まで ， わ が 国の 女 性の 就

業形態は 急速に 変化 して きた 。 高度成長期に お ける若年女性の 雇用労働化の 進行 と石

油 シ ョ ヅ ク以後の 既婚女性 の 労働市場 へ の再 参入 が ， そ の 変化を 特徴づ け る だ ろ う。

高度成長期に 定着 し た 若年女性の 労働は ， 生産工 程の オ ー
ト メ

ー
シ ョ ン 化に よ っ て 拡

大 した 熟練を要 しな い 単純労働や 事務労働で あ り， 生産部門 ， 事務部門 と もに 短期勤

続，短期回転を前提 とする 低質 ， 低賃金で あ っ た 。 また高度成長期に 女子 労働力率は

一
貫 して 低下 し て お り，

・それ は 主 と し て ， 家族従業者の 減少 と20代後半 か ら30代前半

の 雇用者の 減少に よる 。

一
方1970年代中頃以降， 女子労働力の 需要 と供給の 両面で 変

化が生 じて お り， 需要の 側で は ， 労働能力の 男女差を 解消す る技術革新 ， サ
ービ ス 業

務の 増大やサ ー ビ ス 産業の 拡大 ， 男子正規雇用者を抑え る雇用政策の 変化を 指摘で き
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よ う。 供給の 側で は ， 家族生活の 変化が重要で ， 家 族労働を基盤 とす る 自営層の 縮小 ，

核家族化 ， 家事労働の 軽減 ， 子供数の 減少な どが あ り， さ らに 既婚女性 の 就業に 関す

る価値の変化 もある 。 石油 シ ョ ヅ ク以後 ， 女子 労働力率は
一

貫 して 上昇を続け て い る

が ， 既婚女性に よ る パ ー
トタ イ ム 雇用者と して の 再就業が そ の 主 因であ り， 上記の 需

要 と供給の 両面の 変化が背景 とな っ て い る （8）

。

　こ の よ うな高度成長期以後の 女性の 就業形態の 特徴は ， 1985年 「社会階層 と社会移

動」 女 性調査を用い て ， 学 歴 別の ラ イ フ コ ース を コ ー
ホ ー ト間で 比較す る と ， 1931−

45年 出生の 高校普通科卒の 女 性に か な り明瞭に あらわれ て い る 。 図 1 に その 分析結果

を示 し て お こ う。 図 で は ， 高校普通科卒に つ い て ， 各年齢 ごとに 9 区分か らなる 従業

上の 地位の 比率を算出し ， そ の 中で フ ル タ イ ム 雇用者を従業先規模に よ っ て 4 区分 し

て お り， さ らに 無職に つ い て も ， ラ イ フ ス テ ージ の 変化 と して ， 結婚年齢，初子出産

年齢 ， 末子育児終了年齢の 比率の 推移を描 い て い る
〔9）

。 グ ラ フ の 各領域が ， それぞれ

の カ テ ゴ リーの 年齢 ご との 比率の 推移を示 し て い る。
こ の 図に よ っ て ， 労働市場に お

ける 女性 の 位置の 変化と家庭に お ける役割の 変化を ， 同時に 把握する こ とがで きる で

あろ う。
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ース

　図 1 か ら次の 点が 明 らか に な る 。 高校普通科卒の なか で ， フ ル タ イ ム 雇用者は 20歳

前後で 約6G％を 占め て い るが ， そ の 比率は 20代後半まで に20％弱に まで 減少 し ， それ

以後
一定の 比率で ある。

フ ル タイ ム 雇用者の 従業先規模を み て も， その 傾向は どの 従

業先規模で もあて は まる。
パ ー トタイ ム 雇用者は ， 30代前半か ら徐 々 に 増加す る が ，

40歳前後か らの 増加が 著しい
。 自営業主 お よび 家族従業者は ， 20代後半以後

一
定の 比

率で ある。 無職に お け る ラ イ フ ス テ ージ の 推移で は ， 結婚期が 20歳前後か ら始 ま り，

約 1年半の 間隔をおい て初子 出産があ る 。 そ して 20代後半に ， 無職 は 育児期で 占め ら

れ る よ うに な り， ほ ぼ 40歳で 育児期が 終了して い る 。
こ の 図か ら ， 20代前半に お ける

フ ル タ イ ム 雇用者の 減少 と結婚率の 増加が 平行 し て お り， 35歳以後育児期 の輪郭を辿

る よ うに パ ー ト タ イ ム 雇用者が増加 し て い る こ とを読み 取 る こ とがで きる。

　 図 1 の 年齢に 時代の年次を対応 さ せ よ う。 厳密で は ない が ，
こ の コ

ーホ ー
トの 20歳

前後は ， 1960年代前半 まで に あた り， 40歳前後 は 1970年代前半以降の 時期 とな る 。
つ

ま り20代前半は ， 高度成長期に お げ る若年層の 女子雇用労働の 短期勤続とい う特徴が

あ らわれて お り， 30代以後の ラ イ フ コ ース は ， フ ル タ イ ム 雇用者 ，
” £・一 トタ イム 雇用

者 ， 自営業 ， 家族 従業者に 分化す る が ， 40歳前後か らは ，
パ ー

トタ イ ム 雇用者の 急増

とい う1970年代中頃以降の 就業形態の 特徴が あ らわれ て い る 。
こ の こ とか ら1931− 45

年出生高校普通科卒の 女性の ラ イ フ コ ース は ， ラ イ フ ス テ ージ に 対応 した か た ち で 時

代 の 影響を受けて い る とい え よ う。．

　学校卒業後 ， 結婚まで フ ル タ イム 雇用者 として就業 し ， 結婚を 期に 家庭に とどま り，

育児終了後に は 比較的多様 な選択 の 機会を持 つ
。

こ れ は ， い まや ス テ レ オ タ イ プ化 さ

れ た わ が国 の 女性の ラ イ フ コ ー ス の モ デ ル で あ るが ，戦前出生で 新制高校普通科を卒

業 し た 女性に お い て ， そ の 傾向がか な り明瞭に あらわれ て い る。
こ の コ ーホ ー トに 属

す る他 の学歴層で は ， フ ル タ イ ム 雇用 率の 推移に 同様の 傾向がみ られ る もの の ， 家族

従業者 も多 く ，
一 く・一1

トタ イ ム 雇用者の 増加 もラ イ フ ス テ ージ と明確に 対応 して い ない 。

また 戦前出生で 旧制学歴を持 つ コ ーホ ー トの ラ イ ブ コ ース で は ， こ の よ うな傾向は は

っ き りとあらわれ て い な い
。 す なわ ち ，

こ の 高校
：

普通科卒に ， 高度成長期以後に 形成

された わ が 国の 女性の ラ イ フ コ ース の典型をみ る こ とが で きる の で ある 。

　 次に 1946− 65年 コ ーホ ー トの 分析結果か ら ， 高校職業科卒の ラ イ フ コ ース を 図 2 に

取 り上 げて お こ う。 図 を
一

暼 し て ， 20歳前後の フ ル タ イ ム 雇用 率が 約80％ と高 く，そ

れ が 20代後半 まで に 急激 に 減少 し ， 20代後半以 後 ， ラ イ フ t 一ス は フ ル タ イ ム 雇用者 ，

パ ー ト タ イ ム 雇用者 ， 家族従業者へ と分化 し て い る こ とが わか る 。 どの 従業先規模で

も
一

様に ，
フ ル タ イ ム 雇用者は 20代後半 ま で に 減少 して お り， そ の フ ル タ イ ム 雇用者
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の 減少 と結婚率の増加に は ， 極め て 明瞭な対応関係が み られ る。 先の 図 と比較すれば ，

戦前 出生 の 高校普通科卒に み られた 傾向が強化 されて お り，
フ ル タ イ ム 雇用者の 減少

傾 向が著 し く， 20代後半に ラ イ フ コ
ー

ス の 分岐点が鮮明に あらわれて い る こ とが わか

る。 さ らに 図 1 と同 様に ， 図 2 の 年齢に 時代の 年次を対応 させ れば ， 1946− 65年 コ ー

ホ ー ト の 20歳前後は 高度成長期の 後半以降に あた り， 30歳前後は 1970年代中頃以 降に

あた る 。 したが っ て こ の ラ イ フ コ ース に は ， 高度成長期以後に ほ ぼ普遍化 した 未婚女

性の 就業形態 と石油 シ ョ ヅ ク以後に 変化 した 既婚女性 の就業形態が ， 短い 年齢幅で 反

映 して い る こ とに な る。 そ の 結果 とし て ， ラ イ フ コ ース の 分岐点が 比較 的早い 年齢時

に 鮮 明に あ らわ れ て い る とい えるだろ う。

　　 　　 　　 　　 　　 　　 　 　　 　　 　　 　　 　　 　　 　　 　 従業先1鳧換

　　　　　　　 　　
　　　　　　　 　
　　　　　 O・9 　　
　　　　　　　 　　
　　 　　 　 0，8

比

率

0．7

O．6

0．5

0．4

0β

0。2

0，1

職

族従業者
営者

ートタイム雇用

ル タイム 雇爪

0
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’
2B29303工323334S5　　年琵｝

　　　　　　　　↑1＿ 一 、瞞 釜

　　 図 2　 1946− 65年 出生高校職業科卒 （女 性）

　こ の よ うな ラ イ フ コ ー ス の 特徴は ， 1946− 65年 コ ーホ ー トの どの 学歴層の 女性に も

共通に み い だ す こ とが で きる 。 戦後出生の こ の コ ーホ ー トに お い て ， 学校卒業後 フ ル

タ イ ム 雇用者 とし て 就業 す る とい う人生 の 道筋が 普 遍化 し て お り， 大半が 結婚 ， 出産

期に 家庭に と どま り， 20代後半を 分岐点 と し て ， ラ イ フ コ ース は い くつ か の 方向に 分

化 し て い る 。 つ ま りこ の コ ーホ ー
トで は ， 年齢に 基づ く人 生の 「時間割」 に 高い 画

一

性 がみ られる の で ある
。

こ こ で は 戦後出生 の 高校職業科卒の 分析結果を紹介 した が ，
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他の 学歴層に 比べ る と ， 高校職業科卒 の ラ イフ コ ー
ス は ， 集団 として の 画

一
性が最も

高 く， それは 戦前出生の 高校職業科卒に は み られな か っ た傾向で もある
。 高度成長期

以降 ， 高校卒の 女性は 結婚まで の 事務職 とし て 期待 され 雇用 され て きた が ， 分 析結果

は ， そ の よ うな特徴が 高度成長期後半以降に 商業科を 中心 とす る高校職業科を卒業 し

た 女性に よ り端的に あ らわ れ てい る こ とを示 し て い る 。

　以上紹介 し た分析は ， 対象を結婚と出産を経験 した女性に 限定 して い る 。 したが っ

て 分析結果か ら，高度成長期以後の 母親の ラ イ フ コ ー
ス か らみ た育児期の 変化を も読

み 取る こ とがで きる
。 無職 に お ける ラ イ フ ス テ ージ の 推移をみ る と ， 戦前出生で 高校

普通科卒の ラ イフ コ ース に おい て ， 無職が子供の 幼児期 ・ 子供期に か な り限定 されて

お り，そ の傾 向は戦後出生で さ らに 強化 され て い る。 幼児期
・子供期は ， 母親の ラ イ

フ コ ース の 中で フ ル タ イ ム 就業の 後の 段階 と して 位置づ け られ ， 現代 の家族 に お け る

主 婦 ＝ 母親 とい う役割が狭 く限定 されて きて い る こ とがわか る だ ろ う。 戦後の 核家族

に お ける専業主婦や教育 マ マ とい っ た女性像は ， まさ し くこ の 役割の 限定化に 対応す

る
。 しか し 1970年代中頃以降に な っ て ， 高度成長期に 家庭に とど ま っ てい た既婚女性

は ， 育児期の 終了 とと もに 労働市場に 再参入 しは じめ ， よ り若い 年齢層で は 再参入 の

年齢が早ま っ て い る
。

よ っ て ， 1970年代中頃以降に 顕在化 し た既婚女 性の 就業形態は ，

よ り若い 年齢層で ラ イ フ コ ース に お け る幼児期 ・子供期の 位置づ けに 変化を追 る こ と

に なろ う。

　 高度成長期以後の 女性の ラ イ フ コ ース の 変化を学歴 別 に 辿 る と， そ こに は 高度成長

期以後に 定着 した 未婚女性 の 就業形態 と石油 シ ョ ッ ク以 後に 変化 した既婚女性の 就業

形態の 特徴が ， か な り明瞭に あ らわ れて い る 。 高度成長期前半に 高校普通科を卒業 し

た 女性に み られ た学校卒業後20代前半 まで フ ル タ イ ム 雇用者 として 就業す る とい う道

筋は ， 戦後出生の 女性で ほぼ普遍化す る 。
こ れ は 画 一化の 進行で あ り， 差異の 消滅 と

もい える 。 さらに 20代前半まで の 就業形態を前提とし た 女性の 高学歴化は ， 画
一

化 を

一
層進 め る こ とに な る。

一
方 ， 1970年代中頃か らの 既婚女性の 就業 形態の 変化 は ， 新

た な差異の 生成 と考えて よ い で あろ う。 労働力の需要 と供給 の 両面に お け る変化に 加

え ， 1975年の 国際婦人年以 降 ， 女性の 社会的地 位に 関す る 文化的価値が急速 tC変化 し

て きた こ とも偶然の
一

致で はある まい 。 1970年代中頃以降 ， 家族労働 の 基盤を持た な

い 既婚女 姓は ， 変化 した 女性 の 就業に 関す る 文化的価値に よ っ て 支援 され ， 家計 と職

業条件 の 間で ， 就業か 否か ， どの よ うな就業形態を とるか の 選択に 直画す る こ とに な

る 。 た だ し ， 高度成長期に家庭に と ど ま っ て い た 女性 に お い て は ， そ の 選択 は 育児終

了後に な され た が ， よ り若い 年齢層で は 選択 の 年齢が早 まる傾 向に ある 。 その こ とか
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ら， 若い 年齢層に とっ て は ， 育児期の 就業 の 有無や就業形態は ， 選択 の 対象 として の

性格を強め つ つ ある と考 え られ る 。

　こ の よ うに ， 女 性 の 標準的 な ラ イ フ コ
ー

ス の 規則性 の 変化は ， 高度成長期か ら進行

した 20代前半 まで の 画一化 の 進行と ， 石 油 シ ョ ヅ ク以後に 生 じた 既婚女性に お け る差

異 の生成 と い う二 つ の 方 向に よ っ て 特徴づ け られ，特に 若い 年齢層に お い て ， 石 油 シ

ョ ッ ク以 後 ， 二 つ の 方向の 分岐す る年齢が早期化 し て い る。

3。 男性の 学歴 と ラ イ フ コ ース

　  　労働市場 の 構造 と男性の 経歴

　学校卒業 か ら定年退職まで ，男性の 主 た る生活領域は ， 通常， 職場で あ り， 職場に

は ， そ こへ の 参入や そこで の 昇進 ， 昇給 ， 人間関係な どに 関す る独 自の 規則が存在す

る
。 特に わ が国の 場合 ， 男性の ラ イ フ コ ース に 大 きな影響を 及ぼ す要因 とし て ，労働

市場の 二 重構造 と終身雇用 制が重要で あろ う。 そ こ で 研究の 背景 と して ， まず労 働市

場の 構造 的特性 を経歴 との関 係 か ら概略 して お こ う。

　従来わ が 国の 労働市場は 二 重構造 として 概念化 され ， 企業規模 と労働者の 企業間移

動に つ い て ，

一
般的に は 次の よ うに 記述 され て きた （1°）

。 第
一

に ， 大企業 の 労働市場 と

中小企業 の 労働市場は相対 的に 独立 して お り， 企業 間の 移動に 関し て ， 大企業 で は 少

な く中小企業で は か な り多い 。 第 二 に ， 中小企業 か ら大企業 へ の 移動 は 困難で あるが ，

大企業 か ら中小企業 へ の 移動は 比較的容易で ある。 そ の 意味で ， 二 つ の 労働市場 の 間

に は階層 的な関係が ある 。 日本 的雇用慣行 として 著名な終身雇用制は ， こ の 労働市場

の 二 重構造に お い て ， 特に大企 業雇用者の ラ イ フ コ ース に 妥当す る概念で ある 。 終身

雇用制の 特徴として は ， 学校卒業後す ぐに 採用 され た労働者は ， そ の 企業に 長期間勤

続す る
。 企業 も彼 らを定年 まで 解雇 しない よ うに す る 。 新規学卒者の 採用が 中心 で あ

り， 中途採用は あま りない 。 企業 内で 昇進 ， 配置転換 などの 移動が頻繁で ある， とい

っ た 点が あげ られよ う。 企業 へ の 道徳的忠諷 〉の 有無は 別と して も， 大企業 に 従業す

る ホ ワ イ トカ ラ ー とブ ル ーカ ラ ーともに ， 従業先間の 移動が 少ない とい う点は ， 繰 り

返 し 明 らか に さ れて きた 事実で ある 。

　労働市場の 二 重構造論 は ，中小企 業雇用 者の 移動が 中小企 業間で 比 較的頻繁に 生 じ

る とい う。 た だ し こ の 見解に 対 して ， 中小企 業雇用者の 経歴に 関す る小池の 研究 結果

を付け加 えて お く必要が あろ う
（11）

。 中小企業雇用者の経歴を既 存統計 か ら推 定 し，小

池は 次の 点を指摘して い る 。．10人未満の 規模 の 雇用者は ， 中小企業主 とな る可 能性が

高い
。

10− 99人 規模で は ，

一
部が中小企業主に なるが ， 大半は 中小企業の 雇用者に と
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どまる。 しか し中小企業雇用者に とど まる ブ ル ーカ ラ ー層の な か で ， 約半分がホ ワ イ

トカ ラ ーへ と移行する
。

こ の 結果を基に すれ ば ，

幽
終身雇用制の 枠内に 含 まれない 中小

企業雇用者の ラ イ フ コ ー
ス に ， 「独立 自営 の精神」の 反映 として の 中小企 業主へ の 道

筋や ，
ブ ル ーカ ラ

ーの ホ ワ イ トカ ラ ーへ の 移行が ある こ とを考慮 しなけれ ばな らな い

だろ う。

　以上 の よ うな労働市場の 構造 と経歴 との 関係 も ， 戦後 日本社会の 変化の なか で 不 変

で あ っ た と想定す る こ とは で きな い 。 高度成長期 と石油 シ ョ ッ ク以後 とい う二 時点 を

取 っ て も， すで に 次の 点が明 らか とな っ て い る 。 高度成長期，特に 岩戸景気 （1960年

前後）以後 ， 労働力過剰経済が終焉し ， 好景気に 新規学卒労働力の不足や進学率の 上

昇が重 な っ て ， 労働 力の需給関係が変化 し た。 そ の 変化を背景に ， 企業 間の 労働力移

動 も活発化 し， 中小企業か ら大企 業へ の 移動 もか な り生 じて お り，
こ の 時期 ， 二 重構

造論の い う労働力移動の 境界が弛緩し た の で ある 。

一
方石油 シ ョ ッ ク 以後，大企業 ，

特に 製造業で 雇用調整が大幅に 実施 され ， サ
ービ ス 産業 の 拡大が あ る もの の ， 中小企

業雇用者の 移動の 方向は ， 中小企業 の枠内に 限定され る よ うに な っ て い る
。 その 意味

で ， 企業規模に 墓つ く労働力移動の 境界が 改め て 強化され て い る 。
つ ま り高度成長期

以後 ， 労働市場の 二 重構造 の 弛緩と強化 とい う二 つ の 方 向で ， 男性の 企業 間移動の 性

格が変化 して い る の で ある
（12）

。

　本 節で は ， 以下で
， 上記の よ うな高度成長期以後の 労働市場の 変化 が ， 男性の 学歴

別の ラ イ フ コ
ー

ス に どの よ うに あ らわれて い るか を検討す る。 分析で は女性 と同様に ，

学歴別に コ ーホ ー ト間の 比較を行な うが ， tyVC戦後の ベ ビ ーブ ーム 期に 出生した ， い

わゆ る 「団塊の 世代」を 含む コ ーホ ー トの ラ イ フ コ ース に 注 目し た い
。

二 重構造 の 弛

緩 した 高度成長期の 労働市場 の 状況 は ，戦後の ベ ビ ーブ ーV 一が 労働市場 へ 向か う前

で あ っ て ，
こ の 世代は高度成 長期後半か ら石油 シ ョ ヅ ク ま で に 就業 し て ， 職業生活の

比較的早い 年齢時に ， 1970年代中頃の 労働市場の 変化に 直面 して い る 。 また こ の 後 ，

中学校が 縮小し，高校教育 がほ ぼ普遍化す る
。

つ ま り， 学歴別 ラ イ フ コ ー
ス の 時代的

変化を 辿る 際に ， 戦後の ベ ビ ーブ ーマ ーを含む コ ーホ ー トが転換点に 位置つ くと予想

で きる の で ある 。

　分析の 視点を よ り明確に す るた め に ， 1966年に お ける 高校 3 年生男子 （す なわ ち ，

1948− 49年 出生） の 抱い た 将来の 経歴 に 関 す る見通 し に つ い て ， ボ ウ マ ソ ら の 調 査結

果を み て お こ う
（13 ）

。
こ の 大量サ ン プ ル に よ る研究結果に は ，高度成長期 の 比 較的柔軟

徃 の ある社会 ・経済構造を背景 と した ， 当時の 高校生の 将来展望が あ らわれ て い る。

彼 らの 職業経歴観お よび 労働市場観が ， 本節の 文脈に 関連する 。 まず職 業経歴観 の 中
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で は ， 従業先の 希望 として ， か な り多 くの もの が 「独立 自営」を好 ま しい とし て い る

点が特徴で ある 。 被雇用者の 子弟で も 「独立 自営」 希望が多 く， 民間大企業を好む も

の は ，

：

普通科の 進学校に や や 多い だ けで あ る 。 また初職 か ら最終的な職業 ま で の経歴

に つ い て は ， ホ ワ イ トカ ラ ーを最終 目標 とす る 生徒 の 中で ， 大学進学希望の 多 くが ，

初職か ら一貫して ホ ワ イ トカ ラ
ー とい う経歴 を あげて い るが ， 大学非進学希望で は ，

約半数が技術 ・技能職か らホ ワ イ トカ ラ ーへ の 移行を予想 し て い る 。 労 働市場観 とし

て は ， 昇給と昇進 の 見込みが あれ ば中小企業を好む とす る回 答が大半を占め ， 大企業

志向 よ りも中小企業志 向が強い 。 そし て ， 雇われ る よ りも独立 を望ま し い とす る 「独

立 自営」志向が強 く， 中小企業志向は 最終 目標としての 「独立 自営」 志向に 連結 して

い る。 た だし ， 終身雇用制に つ い て ， 企業 へ の 道徳的な忠誠心 を持 つ もの は 少ない が ，

昇進や昇給に 不 利 と い う経済合理 的な理 由か ら ， 転職に は 半数以上 が否定的で ある
。

　こ の よ うな 1966年当時 の高校生の 職業経歴観や労働市場観を み る か ぎ り ， そ こ に は ，

先に 述 べ た 中小企業雇用者の 経歴や 二 重構造 の 弛緩 し た高度成長期 の 労働市場 の 状況

が反映 して い る よ うに み え る 。 また 彼 らよ りも前 の 世代に は ，
こ こ で 取 り上げた よ う

な経歴 が存在す るか らこ そ ， 高校生の 意識に あらわれ て い る と もい え よ う。 しか し ，

戦後の ベ ピ ーブ ー ム 期に 出生 した世代は ， 20代後半に 1970年代中頃の 労働市場 の変化

に 出会 うた め ， 高校時代の 将来展望がそ の まま実現 された と予想す る こ とも難 し い
。

した が っ て 以下 の 分析で は ，
こ の 戦後の ベ ビ ーブ ーマ ー

を 含む コ ーホ ー トを転換点 と

して 位置づ け ， その 前後の コ 　一一ボ ー
トと比較す る こ とに よ っ て ， 労働 力移動の 境界が

弛緩 した高度成長期 と ， 労働力移動 の 境界が改め て強化 され た 石油 シ ョ ッ ク以降とい

う二 つ の 時期が ， 男性の 学歴別 ラ イ フ コ ース に どの よ うな影響を及ぼ して い る か を検

討す る こ とに したい 。

　   　ライフ コ
ー

ス の プ ロ フ ィ
ール

　 男性の ラ イ フ コ ース の プ ロ フ ィ
ー ル を ， 1985年 「社会階層と社会移動」 男性調査か

ら得 られ る ， 従業先移動 ， 従業先規模 ， 従業上 の地位の 3 つ の 指標を組み 合わせ て ，

コ ーホ ー ト別 ， 学歴別 に 図示 し よ う。
こ こ で 用 い る指標 は ，各年齢時に つ い て ， 従業

上 の 地位を雇用者，自営業主 ，家族従業 者に 3 区分し ， そ の 中で 雇用者を ， 最初の 従

業先に い るもの と 2 番 目以上 の 従業先に い る もの に 2 区分 した 上で ， さ らに 最初 の 従

業先 と 2 番目以上 の 従業先を従業先 の 規模に よ っ て ， 300人以上 （官公 庁を含む） と

300人 未満に 分割 した もの で あ る。
つ ま り各学歴層は ， それ ぞれ の 年齢時に つ い て ，

1） 300人未満の 最初の 従業先の 雇用者 ， 2） 300人以上の 最初の 従業先の 雇用者 ， 3）

300入 未満の 2番 目以上 の従業先の 雇用者 ， 4）300人以上 の 2 番 目以上 の 従業先の 雇
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用者 ， 5）自営業主 ， 6）家族従業者の 6 つ の カ テ ゴ リーに 区分 されて い る （14）
。 やや

厳密さを 欠 くが ， 官公庁を 含む300人以上の 規模を大企業 とし ， 300人未満の 規模を 中

小企 業 とす る 。 分析結果は ， 上記 の 6 つ の カ テ ゴ リーの 年齢 ご との 比率の 変化を追い ，

従業先規模別 の 最初の 従業先か らの 移動の 程 度と移動後の 方 向を基に ，
＝ 一ポ ー ト別 ，

学歴 別の ラ イ フ コ ー
ス に つ い て ，

一
般的な傾向を概観で きる よ う作 図して い る 。

　まず，戦後の 教育機会の 拡大に ともない
， 学 歴段階の 序列に お ける位置が 急速に 変

化 した 高校卒か ら検討 し よ う。 図 3 の 3 つ の グ ラ フ は ， 1936− 40年 出生 ， 工946− 50年

出生 ， 1956− 60年出生の 高校卒 に 関す る分析結果で ある 。 1936− 40年 コ ーホ ー トの グ

ラ フ か ら次の 点が読み取れ る。
20歳時に 高校卒の 約60％が最初 の 従業先の 雇用者で あ

り ， 大企業雇用者と中小企業雇用者の 比率は ， ほぼ 同程度で ある。 最初の 従業先に い

る雇用者の 比率の 推移を追 うと， 中小企業 で その 比率が20代に 低下 し， 30歳 までに ほ

ぼ 3 分の 2 が従業先を 移動して い る 。

一方大企業 で は ， 従業先の 移動は あ ま りみ られ

ない
。 2 番 目以上 の 従業先をみ る と ， 20代に 大企 業 と中小企 業 とも同 じ程度の 増加を

示 して い る 。 また 自営業主 も徐 々 に 増加 し ， 20代後半以後約 20％を 占め て い る 。 図か

ら ， 20代後半以後こ の コ ーホ ー トの ラ イ フ コ ース は ， 最初の 従業先に い る大企業雇用

老 ， 2 番 目以上 の従業先に い る中小企業 雇用者 ， 2 番 目以上の 従業先に い る大企業雇

用者 ， 自営業主 の 4 つ の 方向に ほ ぼ均等に 分れ て い る こ とがわ か る。

．N ＝ ＝ 135

　 0．9

　 0．8

　 0．7

　 0．6
比
　 0，5

　 0．4

　 0．3

　 0．2

　 0，1

2 番日以上の 従挙先

最初の 従業無

19　　　20　　　23　　　25　　　28　　　30　　　33　　　35年歯卜

　　　　　　　　↑1961．．65年
図 3　（a）1936− 40年出生高校卒 （男性）

r
’− 81 一

N 工工
一Eleotronlo 　Llbrary 　



The Japan Society of Educational Sociology

NII-Electronic Library Service

The 　Japan 　Soolety 　of 　Eduoatlonal 　Soolology

，o

　 0．9

　 0，8

　 0．7

　 0，6
比
　 0，5
率
　 o．4

　 0．3

　 0．2

　 0．1

　 　 0

　 　 19　　 20

N 〒 189
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23　　　25　　　28　　　30
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　2 番 日以上 の 従業先

　最初の従業先

33　　35 年齢

図 3　（b）1946 − 50年出生高校卒 （男性）

N ＝115

自営業主

2番 目以上 の従業先

　 最初 の 従業先

20　　　　23　　　　25 年繭窪

↑1976−、。年

図 3　（c ）1956
− 60年出生高校卒 （男性）
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　 1946− 50年 コ ーホ ー トの 場合 ， 先の コ ーホ ー トと比べ て 大 きな違い は ない が ， 中小

企業雇用者に おい て ， 最初の 従業先か らの 移動が少ない こ とがわ か るだ ろ うQ 先の コ

ーホ ー
トと同様 ， 20歳時に 約30％で あ るが ， 20代後半 まで に 約 3 分の 1 の 移動 しか み

られな い
。 また 2 番 目以上の 従業先で は ， 大企業の 比率が 低 くな り， 従業先の 移動が ，

中小企業間で 生 じる傾向がみ られ る 。 自営業主 は 年齢 とともに 徐 々 に 増加す るが ， そ

の 比率は先の コ ーホ ー
トよ りや や低い

。
こ の コ

ー
ホ

ー
トで は ， 最初の 従業先の 中小企

業か ら移動が少ない た め ， 高校卒の ラ イ フ コ ーX 全体 として も， 年齢に と もな う変化

が あま り大 き くない 。

　 し か し 1956− 60年 コ ーホ ー トに な る と ， 大企業 で の 従業先移動は あま りみ られ ない

が ， 中小企 業で の 移動が 再び増加 して お り， 20歳か ら25歳 まで に 約半数が最初 の 従業

先を変え て い る こ とがわ か る 。 2番 目以上 の 従業先をみ て も ， 大半が 中小企 業で あ り，

先の コ ーホ ー トよ りも従業先の 移動が 中小企業に 限定される 傾向が強ま っ た とい え よ

うQ また こ の コ ーホ ー
トで は ， 自営層の ほ とん どが家族従業者で 占め られて お り， 25

歳 まで に 自営業主に な る もの が非常に 少な く， 自営業主 へ の道筋が世襲傾向を強め ，

閉鎖的 に な っ て い る こ とがわ か る 。 そ の 意味で も， 雇用者の 従業先の 移動が ， 中小企

業の 枠内に 限定 され て い る。

　以上 の 3 つ の コ ーホ ー トに つ い て ， 年齢 と時代の 年次を対応 させ よ う。 1936− 40年

コ ーホ ー
トの 高校卒の 場合 ， 20代が 1960年代 の 高度成長期に あた る。 雇用者の 従業先

の 移動に つ い て ， 従業先規模に よ る差が明瞭で ある が ， 中小企業か らの 移動の方向に

お い て ，中小企業雇用者，大企業 雇用者，自営業主 の 3 つ の 方向が推測され ，先に み

た高度成長期 の 比較的柔軟性 の ある 中小企業雇用 者の 従業先移動の 性格が反映 して い

る とい え よ う。 しか し1946− 50年 コ ーホ ー
トで は ， 20代後半以後が石 油シ ョ ッ ク以後

の 1970年代中頃に な る 。 こ の コ ーホ ー トで は ， 中小企業雇用老の 従業先移動が 20代で

停滞 し て お り， 移動後の 方向 とし て も大企業雇用者 と自営業主 へ の 道筋が狭 くな っ て

い る 。
こ の 点に ， 1970年代中頃の 時代の 影響を読み 取る こ とが可能で あろ う。 1956−

60年 コ ーホ
ー

トの 場合 ， 高校卒業後 ， 石 油シ ョ ッ ク以後の 労働市場へ 参入す る こ とに

な る
。 雇用者の 従業先移動は ， 自営層へ の 参入が よ り困難に な り ， 主 として中小企業

間で生 じてい る
。

つ ま り， 高校教育が普遍化した 後の こ の高校卒に おい て ， 石 油 シ ョ

ッ ク以後に 強化 された従業先 間移動 の 境界が よ り明瞭に あらわ れ て い る
。

　図 4 は ， 1941− 45年 コ ーホ ー トと1946− 50年 コ ーホ ー ト の 中学卒に 関す る分析結果

で ある
（15）

。 雇用 者 の 大半が中小企業で ある とい う点で ，高校卒 と の 違い は 明 らか で あ

るが ， 2 つ の コ ーホ ー
トの 問で もや や変化が み られ る 。 1941− 45年 コ ーホ ー

トで は ，
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− 45年出生中学校卒 （男性）

N ＝72
　 　 1

　 0．9

　 0．8

　 0．7

　 0．6
比
　 O，5
率
　 O．4

　 0．3

　 0．2

　 0。1

　 　 0

2 番 口以上の従業先

最初の従業先

17　　1亀　　20　　23　　25　　28　　30　　33　　35 年澱貸

　　　　　　　　　↑齢 F

　　図 4 　（b）1946− 50年出生中学校卒 （男性）

　 　 　 　 　 　 　 　 　 − 84 一

N 工工
一Eleotronlo 　Llbrary 　



The Japan Society of Educational Sociology

NII-Electronic Library Service

The 　Japan 　Soolety 　of 　Eduoatlonal 　Soolology

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　高度成長期以後の学歴 とラ イ フ コ ース

最初の 従業先に い る中小企 業雇用者が ， 年齢 と ともに 従業先を変えて お り， 従業先移

動の 方向 として も， 中小企業が 多い が ， 大企業や 自営業主 もあ る 。

一
方，1946− 50年

コ ーホ ー トで は ， 先の コ ーホ ー トに 比べ
， 中小企業雇用者に お い て 最初の 従業先か ら

の 移動が減少し て お り， 大企業へ の 移動 もやや 少な くな っ て い る
。 高校卒の 場合 と同

様，中学卒も1946− 50年 コ
ーホ ー

トの 20代で
， 中小企業雇用者の 従業先移動の 比率が

低下 し て い る点に ， 石油 シ ョ ッ ク以後 の時代の 影響を読み 取 る こ とが で きる 。

　図 5 は ， 大学卒に つ い て ， 1936− 40年出生 ， 1946− 50年出生 ， 1951− 55年出生 の 3

つ の コ ーホ ー F の 分析結果を示 して い る。 中学卒お よ び高校卒 と比較 して ， 明 らか に

大企業 雇用者が 多 く， 従業先移動 も少 ない 。 またその 傾向は ， 3 つ の コ ーホ ー ト問で

あま り違 い が な い
。
1936− 40年 r 一ポ ー トで は ， 約 65％が最初の 従業先 と して 大企業

に 雇用 されて お り ， 35歳 まで の 従業先移動 の 方向は ， 大企業 ， 中小企業 ， 自営業主に

分れ て い る
。 また 1946− 50年 コ ーホ ー トで は ， 従業先移動の 方向 として ， 大企業 と自

営業主 がやや多 くな っ て い る こ とがわ か る。 しか し1951− 55年 コ ーホ ー トに な る と，

最初の 従業先として中小企 業がや や増え ， 従業先移動の 方向で は大企業雇用者が少な

くな っ て お り， 自営層 の 中で も家族従業者がほ ぼ半数を 占め て い る 。 以上 の 結果をみ

る か ぎ り， 大学卒の ラ イ フ コ ー
ス に ， あま り明瞭な時代の 影響を読み取 る こ とは で き

ない 。 20代後半が ， 1970年代中頃以降に あた る1946− 50年 コ ーホ ー トで も， 大企業へ

の 移動が生 じて お り， こ の コ
ー

ホ
ー

トに 属す る高校卒 とは 異な る傾向が観察され る 。

た だ し大学卒業後， 石 油 シ ョ ッ ク以後の労働市場に 参入 した 1951− 55年 コ ーホ ー
トで ，

中小企業へ の 従業先移動がやや 多 く， 自営層が やや 閉鎖的に な っ て い る点に ， 石油 シ

ョ ッ ク以 後の 労働市場 の影響がある程度 あ らわ れて い る 。

　  　高校卒の 変化

　男性の ラ イ フ コ ース の 規則性 の 変化を ， 従業先 の 移動 ， 従業先規模 ， 従業上 の 地位

を基に 学歴 別に 検討す る と ， 高度成長期以後 の 労働市場の 変化は高校卒 の ラ イ フ コ ー：

ス に か な り明瞭に あらわれて い る 。 学歴間の 違い に 着 目すれ ば ， 大学卒は 主 と し て大

企業に 雇用 され 従業先の 移動も少な く， 大学卒 と高校卒や中学卒 との 差異 に は ，
コ ー

ホ ー ト間で あま り変化がみ られ ない
。 しか し ， 学歴層それ ぞ れ の変化 te着 目す る と ，

高校卒業後に 中小企業に 従業 した人た ちの 従業先移動の 方向に変化が生 じて い る こ と

がわ か るだ ろ う。 そ の 傾 向を よ り明確に 把握す るた め に ， 対象を高校卒業後 ， 中小企

業 に 従業 した 人た ちに 限定して
， そ の ラ イ フ コ ース を跡づけて み よ う。

　 図 6 は ， 1936− 45年出生 ， 1646− 50年出生 ， 1951− 60年出生 の 3 つ の コ ーホ ー トの

高校卒 の な か で ， 20歳時に 最初 の 従業先に い る 中小企業雇用 者に つ い て ， そ の 後の経
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歴を追跡した 結果で ある
（16）

。 従業先の 移動後の 方向は ， 2 番 目以上 の 従業先に い る中

小企業雇用者 ， 2 番目以上 の 従業先に い る大企 業雇用老 ， 自営業主 ， 家族従業者の 4

つ の カ テ ゴ リー
に 区分 して い る

。
1936− 45年 コ ーホ ー トの 場合 ， 次の 点が 明 らか に な

る
。

20歳時に 最初の 従業先に い る中小企業雇用者の 中で ， 25歳まで に 約半数が従業先

を 変え，35歳 まで 最初の 従業先に とどま っ て い る もの は ， わずか 20％にす ぎな い
。 最

初の 従業先か らの 移動の 方 向 として は ， 中小企 業雇用者お よび 自営業主が かな り多い

が ， 大企業雇用者もある程度存在 し て い る
。 次に 1946− 50年 コ ーホ ー トの グ ラ フ を み

る と ， 先の コ ーホ ー トと比ぺ て ， 最初の 従業先 か らの 移動が減少 し て い る こ とがわ か

る。 25歳まで に 約 30％， 35歳 まで に 約50％が最初の 従業先を離れ るが ， そ の 程度は 先

の コ ーホ ー ト よ り明らか に 低い
。 従業先移動の 方向をみ て も ， 自営業主お よ び 大企業

雇用 者 がか な り減少 して お り， 移動 の 方 向が 中小企業雇用者に 限 定されて い る。 また

こ の 傾向は ， 1951− 60年 コ ーホ ー トで も変化がない
。
1951− 60年 コ ーホ ー

トで は ， 25

歳まで の 移動が やや 増加 し て い る が ， 大企業雇用者へ の 移動は ほ とん どな く， 自営業

主 も非常に 少ない
。

　 図 6 の 3 つ の コ ーホ ー
トそれ ぞれ に つ い て ， 年齢 と時代の 年次を対応 させ れば ， ラ

ィ フ コ ース へ の 時代の 影響が か な りは っ きりと把握 で ぎる 。 1936− 45年 コ ーホ ー ト の

20代は ， 高度成長期か ら石油 シ ョ ッ ク まで の 時期で ある 。 高校卒業後 ， 中小企業に 就

業 した もの は 大半が従業先を変え， 彼 らの ラ イ フ コ ース は ， 中小企業雇用者 ， 大企業

雇用者 ， 自営業主の 3 つ の 道筋に 分化し て い る 。

’
しか し 20代後半が石油 シ ョ ッ ク以後

の 時期に あた る 1946− 50年 コ ーホ ー ト で は ， 従業先の 移動が 減少し ， 大企業雇用者と

自営業主 へ の 道筋が閉鎖的に な っ て い る
。 そ し て こ の 傾向は ， そ の 後の 1951− 60年 コ

ーホ ー トで も確認 され る 。
つ ま り， 戦後の ベ ビ ーブ ーマ ーを 含む 1946− 50年 コ ーホ ー

トの 高校卒 の 20代か ら， 石油 シ ョ ッ ク 以 後の 労 働市場 の 変化 が ラ イ フ コ
ー

ス に 影響を

及ぼ して お り， そ の 影響は ， 特に 中小企業雇用 者の 自営業主 や大企業雇用者へ の 移行

の 道筋が 閉鎖性を強め た 点に み い だ され る。

　 こ れ まで の 分析で は ， 従業先移動 ， 従業先規模 ， 従業上の 地位 を基に ラ イ フ コ
ー

ス

の 特徴を検討 して きたが ， 通常 ， 職業的地位は マ ニ ュ ア ル
，

ノ ン マ ニ ュ ア ル とい っ た

職業 の 内容に よ っ て 概念化 され て い る 。 職業 の 内容 に 関す る学歴 間格差を こ こ で 改め

て 取 り上 げ る必要 は ない が ， 小池の 研究や ボ ウ マ ン の 研究は ， ラ イ フ コ ース に お ける

ブ ル ーカ ラ ーか ら ホ ワ イ トカ ラ
ー へ の 移行を 示 唆 し て い る 。 そ こ で 最後に ， 高校卒

に っ い て ， ブル ーカ ラ ーとホ ワ イ b カ ラ ーの 比率の 年齢に 伴 う推移 を検討 して お きた

い o
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　図 7 は ， 1936− 40年 出生 ， 1946− 50年出生， 1956− 60年出生の 三 つ の コ ーホ ー
トの

職業 の 比率の 推移に 関する分析結果 で あ る
（17）

。
1936− 40年 コ ーホ ー トの 高校卒の 場

合 ， 21歳で 50％が ブ ル ーカ ラ ーで あ り， 35％が ホ ワ イ ト カ ラ ーで ある 。 両者の 比率を

年齢 ごとに 辿 る と ，
ブ ル ーカ ラ ーの 比率は ， 徐々 に 低下し35歳で は ほ ぼ40％に な る

。

一
方 ホ ワ イ トカ ラ ーの比率 は ， 徐 々 に 上昇し 35歳で 50％に な る

。 両者の 比 率は ， 25歳

前後を境 に 逆転 し ， それ以後比率の 差は 拡大 し て い る
。 また 他の 職業 の 比率に 変化が

ない の で ， ブ ル ーカ ラ ーか らホ ワ イ トカ ラ
ーへ の 移行が生 じて い る こ とが わか る Q

　し か し 1946− 50年 ＝ 一ボ ー
トの 高校卒に な る と ， ブ ル ーカ ラ ーとホ ワ イ トカ ラ ーの

比率に 逆転は み られない
。
21歳で の 両者の 比率は 先の コ ーホ ー トとほ ぼ同様だ が ， 25

歳前後で 比率の 差が縮小して い ない
。
20代後半以後 ， ホ ワ イ トカ ラーが やや増加 し ブ

ル ーカ ラ ーがや や減少 して ， 徐 々 に 両者の 差は 縮小す るが ， その 程度は大き くない
。
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図か ら ， 職業の 内容の 年齢に 伴 う推移に 関 して ，

1936− 40年 コ ーホ ー トと1946− 50年 コ ーホ ー
ト

で は 明らか に 異 な る こ とがわ か る 。 さ らに 1956

− 60年 コ ーホ ー
トの 高校卒で も， 25歳まで 1946

− 50年 コ ーホ ー トとほ ぼ 同様の 傾向が み られ る 。

1956− 60年 コ ーホ ー
トの 場合 ， ブ ル ーカ ラ ーと

ホ ワ イ トカ ラ ーの 比率の 差が やや 拡大 して い る

が ， 25歳 まで 両者の 比率に ほ とん ど変化が ない
。

よ っ て ， こ の 分析結果か らも ， 1946− 50年 コ ー

ホ ー トの高校卒 の 20代か ら， その ラ イ フ コ ー X

に 変化が生 じて い る点を確認で きるの で あ る。

　図 7 の 結果か ら ， 従業先移動が職業 の 内容 の

変化に どの よ うに 関連 し て い る か を直接読み 取 る こ とは で きな い
。 ただ し こ こ で 具体

的に 分析結果を紹介しない が ， 従業先移動が 最 も多い の は 中小企業 の ブル ー
カ ラ ー層

で あ り， そ の 傾向に は コ ー
ホ

ー
ト間で あま り変化がない

（18）
。 こ の 事実は ， 1936− 40年

コ ーホ ー トの 高校卒で は ， 中小企業ブ ル ーカ ラ ー層の 従業先移動が ホ ワ イ トカ ラ ーへ

の 移行を 含ん で い る こ とを示唆 し て い る。 しか し1946− 50年 コ ーホ ー
トの 高校卒か ら，

ブ ル ーカ ラ ー層の 従業先移 動は ブ ル ーカ ラ ー層の 枠内で 生 じる傾向が強 ま り， 1956−

60年 コ ーホ ー ト で もそ の 傾向に 変化が ない と考え られ る
。

した が っ て ， 1970年代中頃

以後に 生 じた 労働市場の 変化が男性 の ラ イ フ コ ース へ 及ぼ した影響 として ， 特に 高校

卒 の 中小企業 ブ ル ーカ ラ
ー
層で ， 従業先移動が ブ ル ーカ ラ ー

層の 枠内に 限定され る傾

向が 強ま っ た 点を付け加え る こ とが で きる 。

　以上 ，男性の 学歴別 ラ イ フ コ ース の 時代的変化に つ い て ， 1985年 「社会階層と社会

移動」 男性 調 査の 分析結果を ， 高度経済成長期以後の 労働市場の 変化を背景と しなが

ら検討 した 。 高度成長期以後 ， わが 国の 労働市場は 労働力移動 の境界の弛緩 と強化 と

い う二 つ の 方向で変化 して きた が ， 分析結果で は その変化を ， 特に 高校卒の 中小企業

雇用 者の 従業先移動の 程度 と移動後の 方向に お い て 捉え る こ とがで きた 。 高度成長期

に 20代で あ っ た 高校卒の 中小企業雇用者は ， 大半が最初の 従業先か ら移動 し ， そ の 方

向 も中小企業雇用 者 ， 大企業雇用者 ， 自営業主に 分化 し て い た 。 しか し戦後 の ベ ピ ー

ブ ーム 期に 出生 し ， 20代が 石 油 シ ョ ッ ク以後に あた る高校卒の 申小企業雇用者で は ，

最初の 従業先か らの 移動が停滞 し，移動後 の 方向も大企業雇用者 と 自営業主 へ の 道筋
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が狭 くな っ て い た 。 その 傾向は 石油 シ ョ ッ ク以後の 労働市場に 参入 した高校卒で よ り

明瞭とな っ て お り ， 自営層へ の 道筋が 狭 くな っ た た め ， 中小企業雇用者の 従業先移動

は 中小企業 の 枠 内に 限定 され る よ うに な っ て い た 。
つ ま り高校卒 の ライ フ コ ース の 変

化か らみれ ば ， 石 油 シ ョ ッ ク以後 ， わが 国の 労働力移動の 境界は ， 中小企業雇用者の

大企 業雇用者お よび 自営業主 へ の 移行の道筋が閉鎖的に な る こ とに よ っ て 強化 された

とい え るだ ろ う
［19）

。 さ らに こ の 時期以後 ，
ブ ル ー

カ ラ
ー

か らホ ワ イ トカ ラ ーへ の 移行

も あ ま りみ られな くな っ て い る 。

　 こ の 結果を 基に すれば ， 小池や ボ ウ マ ン に よ っ て 明 らか に され た 中小企業雇用者 の

経歴や 高校生 の 将来展望は ， 高度成長期の 比較的柔軟性 の ある労働市場の 状況を反映

した もの で あ っ た とい え よ う。 高度成長期後半 ， 戦後の ベ ビ ーブ ー ム 期に 出生 した 人

た ちが労働市場に 参入 し ， 20 代後半に 1970年代中頃の 労働市場 の 変化を経験 した 。

「独立 自営」 へ の道筋が狭 くな り， ブル ーカ ラ ーか らホ ワ イ トカ ラ ーへ の 移行 も少な

くな っ た点 に ， 高校時代の 将来展望 との 違い が み られ る
。

　高度成長期か ら1970年代中頃 まで に ， わが 国で は 高学歴化が 急速に 進行 し ， 高校教

育がほ ぼ普遍 化 した
。 そ の 時期以後 ， 学歴段階に よる職業的地位へ の 配分規則が よ り

強 く認知 され て きた か に み え るが ， 分析結果か らすれば ， そ の 背景として 1970年代申

頃以降の 労働市場 の 変化が あ っ た こ とは 明 らか だろ う。 石油 シ ョ ヅ ク期を経て も， 大

学卒の ラ イ フ コ ース に は あま り変化が な く， 大学卒は 主 と して 大企業に 就業 し ， 従業

先移動 も少 ない 。 中学卒が縮小 した 後 ， こ の大学卒の ラ イ フ コ
ース の 特徴と高校卒の

約半数を 占め る中小企業雇用者の ラ イ フ コ ース とが 対比 され る な らば，差異は か な り

明瞭に な る 。
こ の 意味で ， 男性の 学歴 とラ イ フ コ

ー
ス との 相対的な関係 も， 1970年代

中頃を境に
一

つ の 転期に 入 っ た と考え られ る 。

4．　 結び

　本稿で は ， 1985年 「社会階層と社会移動」 調査の 分析を基に ， 高度成長期以後の ラ

イ フ コ ース の 変化を ， 学歴 との 関係か ら検討 して きた 。 最後の まとめ として ， 女 性 と

男性 の 分析結果を比較 し て お こ う。 高度成長期 と石 油 シ ョ ッ ク以後 とい う二 時点が ラ

イ フ コ ース に 及 ぼ した 影響は ， 男女 間で 対照的で ある 。 高度成長期に お い て ， 女性で

は ， 2Q代前半 ま で の 短期勤 続 とい う雇用労働の 形態が確立 し ， 20代後半 以 後 ， ラ イ フ

コ ース は い くつ か の 方 向に 分化す るが ， 大半は 20代後半か ら妻 として ， また 母 として

家庭に と ど ま っ て い た 。

一
方男性 で は ，大企業雇用 者は最初の 従業先 に 定着す る が ，

中小 企業 雇用 者の 従業先移動 は 20代後半 まで に か な り多く生 じて お り ， 従業先 を 移動
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した 後の 方向に は 比較的多様性が あ っ た 。 特に 高校卒業後に 中小企業に 従業 した 男性

の ラ イ フ コ ース に は ， 大企業雇用者や 自営業主へ の 移行の 道筋 もあ il　） 高度成長期に

おい て ， 企業規模に 基 づ く従業先移動 の 境界が弛緩 して い た点を確認する こ とが で き

た 。

　石油 シ ョ ッ ク以後に な．
っ
て

， 女性で は ， 未婚女性の 雇用労 働化が さらに進行 し ， 20

代前半 ま で の ラ イ フ コ ース は 画
一

性を高め るが ， 既婚女性が パ ー ト タ イ ム 雇用者 とし

て 再就業 す る とい う新た な道筋が顕在化 した 。 高度成長期に 家庭に とど ま っ て い た 既

婚女性は ， 育児終了 とと もに 労働市揚に 再参入 しは じめ ， 若い 年齢層で は再参入 の 年

齢が 早期化 して ， 20代後半以後に ラ イ フ コ ース の 分岐点が鮮 明に あ らわ れて い た
。

こ

の 若い 年齢層の 女性に おい て ， そ の ラ イ フ コ ース は ， 20代前半まで の 画
一

性 と20代後

半以降の 多様性 とい う二 つ の 方向に よ っ て 明確に 特徴づ け られ る
。 また ， 二 つ の 方向

の 分岐す る年齢が早期化する こ とに よ っ て ， 育児期に お ける就業の 有無や就業形態は ，

選択 の 対象 とし て の 性格を強め つ つ あ っ た 。

　 しか し男性 の 場合に は ， 石油 シ ョ ッ ク期を境に して ， 中小企業雇用者の 20代に おけ

る従業先移動が ，中小企業の 枠内に 限定 され る傾向が 強ま っ てい た 。 申小企業雇用者

の ラ イ フ コ ース に おい て ， 大企業雇用者や 自営層へ の 道筋が閉鎖的に な り， 企 業規模

に 基づ く従業先移動の 境界が強化 され て い た 。 そ の 傾向は ， 戦後ベ ビ ーブー ム 期 に 出

生 し ， 高度成長期後半に 就業 した 高校卒 の 中小企業 雇用者の 20代後半か らあ らわ れ て

お り， さ らに 石 油シ ョ ッ ク以後に 労働市場に 参入 した 高校卒で は ， 「独立 自営」 の 精

神を実現 し うる 自営層 へ の道筋も閉鎖性を よ り強め て い た 。 その 結果 と して ， 高校教

育が 普遍化 した 1970年代中頃以降 ， こ の 高校卒の 中小企業雇用者の ラ イ フ コ ース と大

学卒の 大企業雇用者 の ラ イフ コ ース との 差異が ， か な り明 瞭に な っ て い る 。

　 こ の よ うに ， 石油 シ ョ ヅ ク以後の 女性の ラ イ フ コ ース の 変化 が ， 既 婚女性に お け る

新た な人生の 道筋の生成で あ り， その こ とに よ っ て ， 20代後半以後の 人生の 選択 が多

様化 した の に 対 し， 男性の 変化は ， 大企業 と中小企業 の境界の 強化で あ り， 学校卒業

後の 従業先規模に 基づ く人生の シ ナ リ オ の 固定化ともい える の で ある 。

　人 々 の 繰 り広げる ラ イ フ コ ース の tz
’
・一一ム も， 時代の 動 きの 中で 刻 々 と変化す る 。 社

会の変化 と個人の 人生の 道筋 との 関係を 捉え る こ とは ， 社会科学に お ける古典的な研

究課題 で ある が ， 本稿で 紹介 した ラ イ フ コ ース 分析は そ の
一

つ の 試み で あ る
。 個人は ，

ラ ィ フ コ ース の 規則性に 関する知識に 基づ き ， それぞれの 年齢段階で 選択や意思 決定

を 繰 り返す。 た だ し， ある時期に 選択の 対象 とし て 存在し て い た道筋が 消滅した り，

新た な道筋が顕在化 した りす る よ うに ， 選択や 意思決定の 対象 も， 時代の 動 きと と も
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高度成長期以後 の 学歴 とラ イ フ コ ース

に 変化する
。 個人 の 選択や意思決定の メ カ ニ ズ ム を 明 らか に す る こ とは ， 従来の 実証

分析の重要な課題だ が ， 個人の 選択や 意思決定の 集合とし て の 全体像が ， い かに 変化

し て い るか を捉え る こ とも見落 とされて は な らない 。 本稿は ， 高度成長期か ら1985年

時点 まで の ， 選択や意思決定の 対象が消滅 した り生成 した りす る過程を含む全体像 の

動きの 中で ， ラ イ フ コ ース の 規則性が い かに変化 して きた かを明 らか に し よ うとす る

試み で あ っ た 。

〈注〉

（1）　Elder
，
　G ．H ．

，Jr．，

‘‘
History　and 　the　life　course

，

” in　D ．Bertaux（ed ．）Biography

　and 　Society．（Newbury 　Park： Sage， 1981）pp ．77−113．

  　欧米に お ける諸研究の紹 介と 日本 に お ける適用 に つ い て ， 森岡清美 ・青井和失編

　 rライ フ コ ース と世代一
現代家族論再考一』 垣内出版 ， 1985年 ， お よび森岡清美 ・

　青井和夫編 『目本人の ラ イフ コ ース 』 日本学術振興会 ， 1988年を 参照 。 また 欧米の

　研究動向は ，
Kohli

，
　M ，

＆ J．W ．　Meyer （eds ．）
“ Social　structure 　and 　social 　 con ・

　 struction 　of　life　stages ，
” Human 　Development 　29 （1986），

　PP ．145−180．　Sorensen，

　A ．
，
F ．E ．Wenert ＆ L、R ．　Sherrod（eds ．）Human 　Development 　and 　the　Life　Cozarse　：

Multidisciplinary　Perspectives、（Hillsdale，　NJ ： Erlbaum
，
1986）．　 Ri王ey ，

　M ．W ．

　（ed ．）Social　Structure　and 　Human 　Lives．（Newbury 　Park ： Sage
，
1988）．を 参

　照 。 以下 の 分類は ，Meyer 　J，W ．
“ Levels　of 　analysis 　； The 　life　course 　as 　a 　cul ．

　tural　construction
，

” in　Riley
，
　M ．W ．（ed ．），

op ．　cit．　pp ．49−62．を参考に した 。

  　 こ の 分野の 研究は ， 近年， 西 ドイ ツ の 生活史デ ータ を基に ，
ア メ リ カ 社会学に お

　け る分析手法の 革新を取 り入れて 展開され て い る 。 論文の 例 と して ，
Carrol

，
　G ．R．

，

　＆ K ．U ．　Mayer
，

“ Job−shift 　 patterns　 in　the 　 Federal　 Republic　of 　Germany ：The

　 effects　 of 　social　class ，
　industrial　sector 　and 　 organizational 　size ，

” American　Soci−

　 ological 　Review　 51 （1986），
　pp ．323−341．　Blossfeld，　H ．−P．， ＆ KU ．　 Mayer ，

　
c ‘

Labor　market 　segmentation 　in　 the 　Federal　 Republic　 of 　 Germany ： An 　 em −

　 pirical　study 　of 　segmentation 　theories　from　a 　life　course 　perspective．
”
European

　 Sociological　Review　4 （1988）， pp ．123−140．

（4） こ の 点を強調する見解 として ，
Meyer

，
　J．W ．

“The 　 self 　 and 　 the　 life　course ：

　 Institutionalization　and 三ts　effects ，

刀

　in　Sorensen　et　 al．，
　op ．　cit ．　PP ．199−216．

（5） Mayer ，
　KU ．

，
＆ U ．Schoepfhn ，

“ The 　 state 　 and 　 the　 life　 course ，

” Annzaal

　 Review　 of 　Sociology ヱ5 （1989）， PP ．187−209．を参照 。

〔6） 生活史 デー タ の 分析手法 として ， こ の 方法の 利点に つ い て は ，
Blossfeld

，
　H ．−P．，

　 A ．Hamerle ， ＆ K ．U ．　Mayer
，
　Event　Historrv　Analysis．（Hillsdale，　NJ ： Erlbaum

，

　 1989）．を参照 。
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（7） 女性の ラ イ フ コ ＝．7 ス に 関す る詳細な分析結果は ， 岩井入 郎 「女性の ラ イ フ コ ース

　 と学歴」， 菊池城司編 『教育 と社会移動』 現代 目本の 階層構造 ， 第 3 巻 ， 第 7章 ， 東

　京 大学 出版会 ， 1990年 ， を参照 。

  　以上の 記述 は ， 大場綾子 ・氏原正治郎編 r婦人 労 働』現代婦人問題講座 2 ， 亜紀

　書房， 1969年 ， 中村政則編 r技術革新 と女子労働』， 東京大学出版会 ， 1985年 ， 角

　原正治郎 『目本経済 と雇用政策』， 東京大学 出版会 ， 1989年 ， を参考に した 。

  　具体的な指標 の 構成お よび サ ソ プ ル に つ い て は ， 岩井 ， 前掲論文を参照された い
。

  　二 重構造論 の 古典的研究 とし て ，氏 原正 治郎 r目本労 働問題研究』， 東京大学 出版

　会 ， 1966年。
こ こ で は 労働力移動の 側面 の み に 限定す る

。 終身雇用制に つ い て も数

　多 くの 研究が あるが ， こ こ で の 記述 は ， ウ ォ ル ター ・ギ ャ レ ソ ソ ン
， 尾高煌之助

　「日本の 労働市場」 貝塚啓明 （監訳 ）『ア ジ ア の 巨人 ・日本 IV ， 労働 ・都市 ・社会

　問題』二日本経済新聞社， 1978年 ， 29−45 頁 ， お よ び西田耕三 『日本 的経営 と人材』

　講談社現代選書 ， 1987年， 42−43頁 ， を参照 した 。

  　小池和男 r中小企業 の 熟練』 同文館 ， 1981年 ， 96−97頁 。

02 以上 の 記述に は ， 内野達郎 『戦後 日本経済史』講談社学術文庫， 1978年 ，
177−181

　頁 ， 猪木武徳 「成長の 軌跡  」安場保吉 ， 猪木武徳編 『高度成長』 日本経済史 8 ，

　岩波書店 ， 1989年 ， 142−144頁 ， 奥西好夫 「規模別に みた 雇用動向 と労働市場」，

　 『日本労働協会雑誌』No ．295， 1983年 ， 11月号 ， 14−26頁 ， 尾 高煌之助 『労働市場

　分析』 岩波書店 ， 1984年 ， 265−268頁 ， を参照 した D

  　Bowman ，　M ．J．，Educational　Choice　and 　Labar　Markets　in　JaPan．（Unive「
層

　sity 　of 　Chicago　Press
，
1981）．この 研究を歴史的資料 とし て 読む とい う視点は ， 市

　川昭午 rM ．J．ボ ウ マ ン 『高校生の 進路選択』」 市川昭午 『教育 シ ス テ ム の 日本的特

　質一外国人が みた 日本の 教育一』 教育開発研究所 ， 1988 年 ， 165−181頁 ， よ り示唆

　を得た
。

  　こ の 指標に は ， 臨時雇用は 含 ま れて い ない 。 自営層に は農業が含まれ て い るが ，

　 こ こ で 扱 うコ ーホ ー
トで はそ の 数は非常に 少 ない 。 また分析結果で は ， 35歳 まで の

　 ラ イフ コ ース を描い て い る
。 従業先移動は 20代前半に 最も多い こ とがすで に 知 られ

　て お り， 最初の 従業先 か らの 移行に 焦点を 当て る とい う目的の た め ， こ の よ うに 分

　析を 限定 した。 従業先規模の 指標を用 い る点に つ い て は ， 回顧的デ ータ で は ， 就業

　後 の 従業先規模 の 拡大を捉え られない とい う欠点が ある。 しか し以下の 分析結果や

　他の 分析結果をみ るか ぎり， 大まか な傾向をみ るた め の 区分 とし て は ， あ る程度有

　効だ と判断 した 。 1985年 「社会階層 と社会移動」 男性調査の 職業経歴デ ータ に つ い

　て の 多面 的な分析は ， 今田高俊 ， 盛 山和夫編 r社会階層の 構造 と過程』 1985年社会

　階層 と社会移動全国調査報告書 ， 第 1巻 ， 1985年社会階層 と社会移 動全 国調査委員

　会 ， 1988年 ， に 収録された 諸論文を参照。 男性調 査は A 票 ， B 票に 分 れ て い る が ，

　分析で は 両者を 合併して い る。 なお ， 本稿で は 「雇用 され て い る人」 を 「雇用者」
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高度成長期以後の 学歴 とラ イ フ コ ース

　 と して い る 。

  　高度成長期に 就業 した とい う点か ら， 1941− 45年 コ ーホ ー b の 分析結果を取 り上

　げる 。

  　サ ン プル 数の 関係か ら， こ の よ うな ＝ t　v ポ ー トの 区分を設定 した 。

  　ホ ワ イ トカ ラ ー
は ， 管理 ， 事務 ， 販売職を合併 させ ， ブ ル ーカ ヲ ーは ， 熟練 ， 半

　熟練 ， 非熟練職 を合併させ た もの で ある 。

  　こ の 点に 関す る分析結果の 一
部は ， 岩井入 郎 「高度成長期以後 の 日本人 の 教育歴

　と ラ イ フ コ ース 」 日本教育社会学 会第41回大会 r発表要 旨集録』， 1989年 ， 20−21頁。

  　労働力移動 の 境界が強化 された か らとい っ て ， 高度成長期以前 の状態に 戻 っ た と

　い うわ けで は ない
。

こ こで は取 り上げない が ， 1956− 60年 コ ーホ ー トの 高校卒 で は ，

　従業先移動は 主 として 第三 次産業に 属す る中小企業 間で 生 じて お り， その 性 格は 以

　前 とは 明 らか に 異な る Q
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